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デジタル化による加速
環境問題の解決が容易に進まないのは、シス
テムの硬直性や、環境ポリシー、環境配慮の
欠如などに問題があるのであって、テクノロ
ジーの不備に問題があるわけではない。それ
どころか、これらの諸問題の解決にとって、
デジタル・トランスフォーメーションこそが
重要になる。

変化こそ商機
高業績企業ほど、デジタル技術を駆使するこ
とで、環境課題を商機に変えている。

洞察を行動の改善につなげる
データを詳察すれば、企業も社会も変化を遂
げ、ひいてはサステナブルな企業が誕生する
契機となる。

コラボレーションが実現する環境ガバナンス
民間と政府がデジタル技術を介して協業す
れば、新しい形の環境ガバナンスを実現でき
る。

要点

これからの「環境問題」は、もはや 
企業が片手間に取り組めば済むような、
周辺的な課題ではない。

現在の喫緊の環境課題を 
引き起こしている要因
サステナブルな環境を目指す取り組みは、もはや企業の社会
的責任（CSR）の範疇を越えている。だからといって企業は、
コンプライアンス遵守や報告書作成だけやればよいというわ
けにはいかない。あまりにも切迫した課題だからだ。1

環境問題は企業のどの部門にとっても、リスクであり機会でも
ある。それは、あらゆる組織の戦略や経営モデルに挑む課題
だからだ。企業がどのように環境問題に取り組むかは、企業
経営や、競争戦略に直に影響する。具体的には、新たな市場
開拓や、経営の改善、リスク管理、顧客動向の把握、サプラ
イチェーンへの対応など、あらゆる場面での企業活動に影響
を及ぼすのだ（図 1 参照）。2

特にその影響は、世界がコロナ禍から立ち直る過程で、ひと
きわ重みを増すはずだ。今日では世界のどこかで起きた事象
が生み出す影響は、あっと言う間に世界中に広まる。経済的
な悪影響は、言わずもがなだ。「環境問題」を企業にとって、
周辺的な課題にとどめておける時代は過ぎ去った。なぜなら
それは、サステナビリティー、気候変動、大気・水質汚染、廃
棄物処理、代替エネルギーなどの、あらゆる課題に影響を与
えるからだ。

環境問題の課題、リスク

投資家の要求

消費者の期待

従業員の処遇

法規制

図 1
環境アジェンダ：あらゆる課題が、ここに集約される。

出典：Institute for Business Valueの分析に基づく

喫緊の環境問題 
への取り組み
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実際のところ環境戦略にどうアプローチするかで、現代の競争
的な市場における企業の立場は左右される。なぜなら環境戦
略は、サステナビリティーというアジェンダの中でも主要なポ
ジションにあるからだ。これは経済的な側面だけでなく、人種
差別や構造的な不平等性、医療格差といった社会的問題への
対応も、包括する広範な概念だ（サイドバーの「「サステナビ
リティー」の定義」を参照）。

世界経済フォーラムの最新レポート「Global Risk Report 2020」
はビジネス・リスクを取り上げているが、その中で上位 5 位ま
でのすべてが環境課題に関連するものだった（異常気象、気
候変動の緩和・適応の失敗、自然災害、生物多様性の喪失と
生態系の崩壊、人為的な環境災害）。4 このことからもわかるよ
うに、環境問題を、多くの企業が全社的なリスク管理や事業
継続性計画の中心的課題として取り上げるようになった。 

資金配分に対し厳しい目を向けるようになっている現在の投
資家や財務管理者もまた、投資決定において、サステナビリ
ティーの基準を参考にするようになっている。例えば最近の調
査によると、世界の投資家の半数以上が、ESG（環境・社会・
ガバナンス）を投資戦略の基準として評価し、導入している。5 
2020 年初頭、世界最大の資産運用会社であるBlackrock 社は、

「サステナビリティーを新たな投資基準とする」と発表した。6 こ
うしたことからもわかるように、企業が将来を見据えて資金調
達する場合、その企業がどういったサステナビリティーの目標
を掲げているのかが、重要な要素となっているのだ。

顧客や従業員の間でも、環境への意識は格段に高まっている。
IBM が最近実施した調査において、80% 近くの消費者がサス
テナビリティーは重要だと答えている。また 60% は、環境へ
の悪影響を減らすためなら購買習慣を積極的に変えたいと回
答した。自身の消費が与える社会的・環境的影響に配慮する、
環境意識の高い消費者のうち 70% は、サステナブルな商品や
環境に配慮した商品を扱うブランドが、たとえ 35% 割高でも
購入すると考えている。7

インサイト： 
「サステナビリティー」の定義

サステナビリティーとは、人によって解釈が異なる複雑
な、ともすれば漠然とした概念である。ある人は、環境
問題の明確な目標であると考える。またある人は、社会、
経済、政治を包括する広範な概念であると捉える。例え
ば国連の「サステナブルな開発目標」は、気候変動、環
境悪化、貧困、不平等、平和と正義などの諸問題に関す
る目標であると謳われている。3

この「広義のサステナビリティー」を構成する個々の要素
が、それぞれ経営戦略や事業運営に異なる影響を与え
る。つまり環境課題に取り組む企業は、サステナビリ
ティーの多様な側面を理解しなくてはならない。さらに環
境要素とそれ以外の広範な諸問題を同時に視野に入れ
る必要もある。本レポートでは、サステナビリティーにつ
いて、特に環境的側面から焦点を当てることにする。
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調査は従業員の関心事についても尋ねている。ミレニアル世
代の 64% が、就職先を決める際に社会・環境問題に対する
企業の姿勢を考慮したと回答した。また 83% が、社員の社
会・環境問題への取り組みを支援する企業には愛社精神が高
まると答えている。8 実際に優良企業は、環境のサステナビリ
ティーへの取り組みに、社員を積極的に受け入れている。例え
ば Unilever 社は、サステナビリティー・アンバサダーという役
職を設け、全社的に配置した。こうした取り組みの結果、従業
員 170,000 人のうち 76% が、仕事を通じてサステナビリティー
のアジェンダに貢献できていると感じるまでになった。9 

これらの調査結果から、投資家、消費者そして従業員も、サ
ステナビリティーを重要な問題だと捉えていることがわかる。
この中で、環境目標が中心的な関心事項であることは明白な
事実だ。

そして政府の対応への関心もまた高い。つまり法律、規制、政
策への関心だ。この数十年間、環境活動の目的や活動方法は、
状況に適応すべく変化を続けた。それに合わせて各国政府は、
法規制を変え、イノベーションや「より環境にやさしい」経営
を促すべく、インセンティブを設けた。環境問題に対する政府
の取り組みは、それ自体が新たな機会を生み出す。政府は革
新的なソリューションの開発や導入を進める企業に対し、資金
を提供するからだ。民間セクターと公共セクターが連携してソ
リューションを開発する場合もある。

政府の関与は引き続き重要だが、民間が主導する環境対策が
今後の鍵を握ると、政府は期待を寄せている。実際に政府が
差配する 20 世紀の「コマンド・アンド・コントロール」型の
規制戦略から、市場メカニズムにまかせる戦略へとシフトしつ
つある。すでに政府は革新的なソリューションやテクノロジー
を奨励しているが、この動きは今後さらに活発化することが予
想される。

 

環境問題を解決する必要性は増しつつあるが、大きな商機と
もなっている。環境のサステナビリティー関連の市場規模は、
12 兆米ドルを上回ると推定されている。10 世界のエネルギー
関連支出は年間で 6 兆米ドル以上にもなり、これがクリーン・
エネルギーへ移行すれば、今後数十年で、さらなる巨大なビ
ジネスに成長すると期待されている。

こうした諸所の要因が、企業に新たなアジェンダの作成を促し
ている。すでに現在、経営層の 62% がサステナビリティー戦
略を単なる「努力目標」ではなく、「必須要素」と捉えるよう
になっている。さらに 22% が、この戦略が将来、必要になる
と考えている。11 環境問題は喫緊の課題として、役員会や実務
管理者レベルの会議では中心のテーマとなっているのだ。12

しかし口で言うのと、実際の成果として成すのは別の話であ
る。だがデジタル・トランスフォーメーションを使えば、現実
にできるかもしれない。今の我々には、人工知能（AI）、5G、
モノのインターネット（IoT）、クラウド、ブロックチェーンな
ど 13、前世代には手に入らなかった強力なテクノロジーがある
のだ。こうしたテクノロジーを駆使すれば、以下の 3 つの方法
でこの流れを加速させることが可能だ。

1.		データを収集し、それを活用。迅速に課題を見つけ、斬新
なソリューションを見いだす。

2.		商習慣を抜本的に変え、「サステナブル企業」に生まれ変
わる。

3.		公共、民間、および非営利セクターが共同で、新しいタイ
プのガバナンス・モデルを構築し、環境問題に取り組む。

成功への道筋を言葉で表すのと、 
実際に行動して模索することは、 
まったく違う話だ。その違いがわかるのが
デジタル・トランスフォーメーションである。
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インサイトをもたらし、変革を加速
するデータ
組織が運営を改善し、商習慣を刷新しようとするとき、裏付け
となるのがデータや情報だ。データや情報は消費者や企業、
投資家、政府の透明性を高め、購買、販売、輸送、消費、統
治のあり方にインサイトを与える。ひいては経済のあり方その
ものに、変革をもたらす。データをビジネス・プロセスや意思
決定に取り入れることで、さらには環境成果の向上も期待でき
る。膨大な量の構造化・非構造化データが（多くの場合リア
ルタイムで）入手できる組織は、変革やイノベーションを達成
する上で、圧倒的に有利な立場に立つのだ。

すでに一部の組織や業界は、データとデジタル技術を駆使し
て、循環型経済に自らを組み入れる試みを実施している。循
環型経済は、体系的に再生産型の経済発展を目指すもので、
ビジネスだけでなく社会と環境も考慮した経済スタイルだ。14 
資源を採掘、使用、廃棄するという直線的な流れで消費する、
従来のアプローチとは異なり、継続的な循環の輪の中で資源
を再利用することを目指しており、価値創造の仕組みを根底か
ら変える可能性を秘めている。これを成功させる要因として、
決定的に重要なのが、データの効果的な運用だ。データの活
用次第で、資源の消費量を劇的に減らし、経済的な付加価値
を生むからだ。欧州だけを見ても、循環型経済の潜在的価値
は 1.8 兆ユーロに上ると推定されている。15

データに裏付けされたデジタル技術は、情報の流れを改善し、
潜在的な価値を生み出す。実例として、自動車大手数社が構
築した「International Material Data System」（IMDS）が挙げ
られる。IMDS は、国際的なデータ管理システムで、車両を製
造するマテリアル（原材料・資材等）の全情報が保存されて
おり、リサイクルを円滑に進めることに寄与する。16 別の例とし
ては、企業間での余剰原材料の交換を実現するオンライン・
プラットフォーム「Excess Materials Exchange」（EME）があ
る。EME は QR コードとチップを使って、原材料の流れを追跡
する「Resources Passport」という仕組みを立ち上げ、企業間
のマッチングを行っている。

また欧州の車両や電子機器、バッテリーなどの、ハイテク部品
に含まれる貴重金属などの情報を集積したデータベース

「Urban Mine Platform」というものもある。これは廃棄物を追
跡するために作られたもので、製品、原材料、廃棄物の保管
を調整することで、廃棄資源の有効活用を目指している。この
データベースには、市場に出回る製品の数や構成品目（製品
の種類、原材料、部品、成分など）と、廃棄物の動きが記録
される。17

これらの例は、環境課題が抱える特徴を明示している。それ
は、環境へのダメージと環境資源のコストに関する情報が欠
如しているため、商品やサービスの価格にそれらが反映され
ていないことだ。そのためエコノミストは、環境コストのこと
を、価格決定メカニズムに組み込めない「外部性」と呼ぶ。18 
しかしビッグ・データとアドバンスド・アナリティクスを活用す
れば、この問題に対処できる。これまでは想像もつかなかった
方法で外部性を「内面化」することで、環境汚染を防ぎ、資
源の利用を効率化することが可能になるのだ。19

我々は現在、経済活動に関連する環境コストを測定し、それら
を効果的に内面化することが可能にまでなった。エクスポネン
シャル・テクノロジーを使えば、それらの実質コストを消化す
ることができるのだ。環境コストを経済的意思決定にリアルタ
イムに取り込み、経済取引や企業経営の判断に活かせるよう
になっている。

ビジネスの観点から見れば、環境課題は市場機会となってい
るのだ。

例えば Plastic Bank 社は、デジタル技術を駆使することで、プ
ラスチック廃棄物に市場価値を与えた。プラスチック廃棄物の
潜在的「損失」を明らかにし、企業が資源回収する意欲を高
めた。結果、プラスチック廃棄物が海に流れ出るのを阻止し、
再利用と製造の循環を生み出した。同社は廃品の回収から、
資金回収、報酬金、廃棄物の納品までの全工程で、ブロック
チェーン技術を採用している。

 

経済活動の環境コストを測定し、その結果を 
効果的に内面化することが可能になった。 
最先端のテクノロジーを活用すれば、 
環境コストを実質コストに組み込むことができる。
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同社はまた、プラスチック廃棄物を収益化し、取引をミクロレ
ベルで記録するトークン報酬制度を導入した。これもまたブ
ロックチェーン技術を活用している。廃棄プラスチックを回収
した企業には、クレジットがカウントされ、クレジットは有用な
商品と交換できる。これにより世界の最貧国の住民さえも、リ
サイクル・ビジネスの起業家になれるのだ。海洋ごみ問題を
解消すること、さらには何百万人もの人々を貧困から救う手立
てとしても期待されている。20

データ、およびデジタル技術（特に詳細データをリアルタイム
で収集する機能）の活用は、地球環境の観察という点におい
ても有用だ。すでにセンサー技術により、多くの都市が大気汚
染の状況をリアルタイムで監視するようになった。収集された
これらのデータと、気象や輸送に関するデータを組み合わせて
分析すれば、汚染の要因を突き止め、対策を講じることがで
きるようになるだろう。次のステップとして期待されている。

図 2
エクスポネンシャル・テクノロジーと環境のサステナビリティー

ハイブリッド・マルチクラウド
	– 独自のシステムと、パブリック・クラウド、プライベート・ク

ラウド、マネージド・クラウドをシームレスに統合・集約。
	– 外部のエコシステムを統合することで、新たなインサイト・

知見を獲得する。

環境の 
サステナビリティー

AI
	– 機械学習により、環境モデルを改善。
	– 	環境問題への対応。
	– 環境汚染を最小限に抑えながら、資源の消費とビジネス・

プロセスを最適化。

IoT
	– センサーやデバイスから正確なデータを取得し、プロ

セスを最適化し、環境への悪影響を減らす。
	– 山火事や洪水に対しアラーム・システムを構築。環境

問題の緩和に役立てる。
	– エネルギーを効率的に利用し、再利用するためのバラ

ンスに配慮。

ブロックチェーン
	– 信頼できる共有デジタル台帳を作成。原産地を含むサプライ

チェーン全体で、資源の流通、汚染状況、取引実態を追跡し
認証を行う。

	– 規制・制度の遵守をサポート。排出量取引制度の効率的運用。
	– 有限なエネルギーと再生可能エネルギーのバランスを効

率化。

アドバンスド・アナリティクス
	– 大量のデータを処理。
	– 環境に関する異常、脆弱性、リスク感受性への

理解。
	– 運用やサプライチェーンを向上させることで、

環境への悪影響を減らし、レジリエンスを高
める。

5G とモバイル技術
	– 	大量のデータ処理の高速化。
	– コミュニティー間のネットワークを構築。環境目標や革新

的ソリューションに、利害関係者を取り込む。

公益事業関連の企業もまた、センサーを公共インフラやネット
ワークに導入し、水やエネルギーの使用状況をモニターしてい
る。これにより漏水などの異常を見つけ、修繕して、例えば水
の無駄遣いを抑えることに成功した。このようにデータは、環
境目標に対する理解を深める。環境目標を達成するための手
段にもなり得るのだ。21

データはエクスポネンシャル・テクノロジーと組み合わされる
ことで、新たなインサイトを生む。その結果を行動、プロセ
ス、意思決定に取り込むことで、今までにない機会を可能に
するだろう（図 2 参照）。

出典：Institute for Business Valueの分析に基づく
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Signify 社の事例：新たな成長
ツールとなった照明
あなたが「照明」と検索すれば、おそらく電球に関する
サイトばかりがヒットするはずだ。Philips Lighting の旧
社名で有名な Signify 社は、2019 年の売り上げは 62 億
ユーロ、業務用・コンシューマー用の照明はもとより、
IoT 対応の照明システムにおいて世界をリードする企業
である。ところが同社は顧客に対し、電球への固定観念
を捨て去り、代わりに照明によってできる別のことを提
案しようと躍起になっている。では照明が、部屋を照ら
す以外に何ができるのかというと、同社は「世界の環境
フットプリントと資源消費量の削減」や「安全性や福祉
の向上」、「コミュニティーや都市を住みよい場所に変え
る」といったことだと答える。

この野望は、データ、アナリティクス、IoT など、エクス
ポネンシャル・テクノロジーといった技術を駆使する同
社の主戦略に組み込まれている。これらのデジタル技術
と照明設置個所の情報をノード化し、ビルや都市空間、
家庭、さらには食料品製造拠点の、エネルギー効率を
高め、環境への負荷を抑えようと企図しているのだ。

さらに同社は電球などの発光デバイスから、「光を放
つ」機能だけを切り離そうと模索する。それが同社の提
唱する Lighting as a Service（LaaS）という新たなビジ
ネスモデルで、照明を循環型経済に取り込むのが目的
だ。現在西欧では、廃棄される照明具のうち、回収さ
れ、登録が行われるものは 10% にとどまる。同社が
LaaS モデルをさらに拡張し、照明具を循環できれば、
照明具を使用する企業側にとっても、設置や保守といっ
た業務負担が軽減できる。

このようにデジタル技術は、情報の流れを改善するだけでな
く、経済活動の体系的な革新をも可能とする。企業や政府、個
人がデータや洞察を手に入れると、企業行動や社会的行動に
変容が生じる。この事実は企業にとっての機会である。喫緊の
課題である環境問題に取り組む企業にとって、アジェンダの中
心に据えられるべきテーマともいえるのだ。

エクスポネンシャル・テクノロジー
とサステナブル企業
エクスポネンシャル・テクノロジーは、喫緊の課題である環境
問題に、データや洞察をもたらすが、同時に企業経営やビジ
ネスモデルそのものを作り変えようとしている（図 3 参照）。企
業はただ単にデジタル化しているわけではない。積極的にエ
クスポネンシャル・テクノロジーを、その中でも特に AI をビジ
ネス・プラットフォームに導入し、競争力の強化や外部との連
携に活かそうと努めているのだ。経営力の改善のためには、イ
ンテリジェント・ワークフローの構築が必須であり、従業員の
教育・育成、組織の顧客体験の向上にも、また有効であると
期待されている。

図 3
デジタル化されたサステナブル企業

サステナブルな 
ビジネス・プラット
フォーム

環境にやさしい 
インテリジェント・
ワークフロー

エンタープライズ・
エクスペリエンス、
人間性、環境

データ、アナリティクス、IoT、ブロックチェーン、オートメーション、AI

出典：Institute for Business Valueの分析に基づく
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企業がビジネス面、さらには環境成果の面で新たな機会を獲
得するためには、構造的な変革が必要だ。優良企業はすでに
それを実施し、環境課題への新たな認識を深めている。その
とき大切になるのは、(1) サステナブルなビジネス・プラット
フォーム、(2) 環境に配慮したインテリジェント・ワークフロー、
(3) 環境課題と人間性にコミットした企業エクスペリエンスとい
う 3 つのアプローチである。

サステナブルなビジネス・プラットフォーム
今日のビジネス・プラットフォームは、デジタル化により、こ
れまで不可能だった方法で、連携と共創を可能にしている。ビ
ジネス・プラットフォームは、環境のサステナビリティーでイノ
ベーションを推進し、環境目標を組織内の問題として顕在化さ
せた。今まで組織間における取引コストの削減に利用されて
きたテクノロジーを、環境問題が内包するコストや、環境問題
が生み出す利益を浮き上がらせることに活用し、新たな価値
を創造するようになったのだ。

この新しいタイプのビジネス・プラットフォームは、データと
新たな洞察を取り込むことで、経済活動が生む環境負荷を和
らげる。また AI などの新テクノロジーにより、複数の利害関係
者の能力を集合的に活用し、サステナブルな雇用環境を可能
にする。このビジネス・プラットフォームには、種々の組織が
参加するだけでなく、さまざまなソースから取得されるデータ
が組み込まれることで、新たな洞察の発見やイノベーションの
向上に役立っている。

具体例として、ノルウェーの Yara 社が挙げられる。同社は AI、
機械学習、収穫データ、気象データをプラットフォームに取り
入れ、農家がサステナブルな方法で収穫量を増加させる支援
をスタートさせた。このプラットフォームは、フード・チェーン
全体と農家を結び付け、農家から食卓までの全行程を一体化
させた。

英蘭系石油大手の Shell 社の例も参考になるだろう。同社は
IBM と共同で「Oren」を立ち上げた。これは資源産業に特化
した B2B のマーケットプレイスで、新たな収益源や機会を生
み出すことを目的として設立された。このプラットフォームによ
り、参加メンバーは信頼できるエコシステムから、検証済みの
製品やサービスを見つけることが可能になった。検証済みの
ソフトウェアやサービス、デジタル・ソリューションだけでなく、
パイロット段階の先端技術も同時に探すことも可能だ。このプ
ラットフォームにはまた、汚染物質や温室効果ガスの排出量、
消費エネルギー量、環境影響評価（IEA）、旧鉱山の再利用情
報、鉱山のライフサイクル評価などの詳細なデータと分析結果
が、さらには環境管理やコンプライアンスに関するソフトウェ
ア・プログラムが保存されている。このマーケットプレイスが
有する情報の 3 分の 1 が、サステナビリティーに関連するも
のだ。

環境に配慮したインテリジェント・ワークフロー
企業は常にコスト削減を模索しており、その手段として効率化
や自動化を進める。そのためにはエクスポネンシャル・テクノ
ロジーを活用したインテリジェント・ワークフローが有用だ。
例えば従来は顧客エクスペリエンスや従業員エクスペリエン
スがサイロ化した組織内にとどまり、非効率的な利用しかでき
なかったが、AI を包括的に導入することで、こうした知見の有
効活用が可能となる。

インテリジェント・ワークフローは効率化を飛躍的に向上させ
るが、また環境目標の推進とも相性がいい。すでに優良企業
は全社的に導入することで、経営モデルを全面的に変革し、サ
イロ化の解消に取り組んでいる。社内だけでなく社外の能力、
データ、洞察もすべて取り入れることで、より大きな価値の創
出を達成し、環境面でも成果を上げつつある（「Signify 社の
事例：新たな成長ツールとなった照明」を参照）。

効率性を進化させ、機会を最大化する 
インテリジェント・ワークフローで 
環境目標を達成
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その好例として、AI を使って灌漑の性能を高め、節水に取り組
むカリフォルニアの E&J Gallo Winery 社が挙げられる。同社は
以前から、ブドウの栽培をセンサーで監視し、アナリティクス・
モデルで分析することで精密灌漑を実行してきたが、さらなる
改善を模索していた。そこで取り入れたのが機械学習の機能
で、これにより長期にわたるデータを経験値化できるように
なった。それまでは干ばつや洪水が起きるたびに、人が状況
を見て、対処をその都度判断しなくてはならなかった。ところ
が機械学習を導入したことにより、衛星画像から送られる情報
と過去のデータを統合的に使いこなすインテリジェント灌漑シ
ステムが可能になった。これにより、非常に細かな範囲で適
切な水やりを自動的に行えるようになった。その結果、3 年間
で水の使用量を 25% 削減し、さらにはワインの品質の向上に
も成功した。22

環境課題と人間性にコミットした企業エクスペリエンス
企業の顧客、従業員、投資家、パートナーは、今まで以上に
魅力的な経験を企業に対し期待するようになった。ところが一
旦、その期待が裏切られると、ソーシャル・メディアを武器に、
不満の声をまき散らす。彼らは企業の環境活動についても、期
待の目で見つめている。これは企業にとってはリスクである
が、同時に機会でもあるのだ。

図 4
人とテクノロジーの連携は、環境のサステナビリティーを向
上させる

テクノロジー

	– オートメーション
	– デザイン
	– AI
	– デジタル・ツイン

環境

	– エネルギー
	– 天然資源
	– 活力
	– 吸収

人

	– 生産性
	– 共感
	– 創造力
	– 付加価値

ス
ケ

ー
ラ

ビ
リ

テ
ィ

ー

人 - テクノロ
ジー - 環境の
三重らせん

サステナビリティー

ケイパビリティー

出典：Institute for Business Valueの分析に基づく

企業が人間味あふれるサービスを（エクスポネンシャル・テク
ノロジーの拡張的な能力で）提供し、環境のサステナビリ
ティーに配慮した経営を行えば、それは他社との差別化を生
み、アドバンテージをもたらす（図 4 参照）。

例えばファッション業界では、多くの企業が、AI を利用して顧
客エクスペリエンスを向上させ、環境フットプリントを削減する
ことで、ブランド力の向上に努めている。オンラインで商品を
購入する顧客が増えると、試着できないので、どうしても返品
率は上がる傾向にある。オンライン・ショッピング全体で、返
品される商品の割合は 40％にもなるといわれている。返品は
コストを増加させるだけでなく、輸送量が増えるために二酸化
炭素の排出量まで増加させる。しかし顧客が予め AI を利用し
て、バーチャルな試着を済ませれば、体形と好みに合った服
を選べるようになり、返品率を大きく下げることができる。小
売業者の Moosejaw 社は、このアプローチを採用して、返品
率を 4 分の 1 近く削減することに成功した。23
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新たな環境ガバナンスの必要性
過去 40 年、環境アジェンダは現実には、政府アジェンダだっ
た。環境保全を進展させてきたのは、政府による基準や法規
制であり、政府にとってそれはインセンティブでもあった。実
際に政府の取り組みは、世界各地で環境の改善に寄与してき
た。しかし各国政府の取り組みにはばらつきがあり、やるべき
ことは膨大にある。解決しなくてはならない課題は、増えつつ
あるのが実情だ。だからこそ今、政府が主導する枠組みに依
存しない、新たなモデル作りが求められている。24

とはいえそれは、政府がこれからも重要な役割を果たし続ける
ことを否定するわけではない。やり遂げなくてはならない変革
を実現するためには、関係者すべてが立ち上がらなくてはい
けないということだ。幸い、環境ガバナンスへの道筋には、さ
まざまな利害関係者を受け入れる新たなメカニズムが数多く
存在する。

環境のサステナビリティー事業を推進するためには、経済活
動およびイノベーションの大変革が必要になる。そのために
は公共、民間、非営利セクターなど、すべての経済主体が連
携し、これまで以上に大きなスケールで、データとテクノロジー
を駆使して、分析と情報共有を行わなくてはならない。透明性
が高まれば、共通理解を深めるだけでなく、組織を越えたア
カウンタビリティーの共有が可能になる。

デジタル技術、とりわけエクスポネンシャル・テクノロジーの
存在が、変化とイノベーションを促す市場ベースのメカニズム
を可能にした。市場の原動力となるインセンティブは、従来の
政府による規制や介入では不可能だった、スピード感とスケー
ル感をもって、参加者を行動に駆り立てる原動力となる。

デジタル技術はモニタリング、認証、レポーティングなどに利
用される、なくてはならない技術だが、その用途はさらに広
がっている。例えば新興技術であるブロックチェーンは、気候
市場（Climate Market）といった新たなマーケットにおいて、
データの共有や、トランザクションの管理で大いに利用される
ようになっている。世界銀行は「2020 年以降の気候市場

（Climate Market）ビジネスにとって、ブロックチェーン、ビッ
グ・データ、IoT、スマート・コントラクトなどの革新テクノロ
ジーは必須となるだろう」と最新レポートでその可能性を示唆
する。25

ブロックチェーンが特に力を発揮するのは、法律が異なる地域
をまたがるマーケットに対応しなくてはならないとき、例えば
気候市場（Climate Market）においてだ。排出量取引制度

（Emission Trading Scheme）や炭素税（Carbon Tax）など、
温室効果ガスの取引メカニズムに加わる地域は、約 40 カ国お
よび 20 都市、州、行政区に及ぶ。26 このメカニズムへの賛同
は、政府、民間、非政府の各セクターで広がりを見せており、
IBM も参加する Climate Leadership Council は、二酸化炭素
排出への課税を提唱している。27

上記のような価格決定メカニズムを機能的に運営するために
は、デジタル技術が、効果、透明性、統合性の各面において
絶対的重要な役割を果たす。デジタル技術がもたらす洞察は、
異なる組織に属する人々の相互理解を可能にする。イノベー
ションは、社会が生んだ結果が、仮に望まないものであり、時
代に逆行するものであっても、それを低減させることがで
きる。

温暖化のような、未曾有の問題を解決することは、決して簡単
なことではない。環境問題と経済活動を結び付けるためには、
複雑で動的なシステムを構築する必要がある。複雑系（シス
テム）を介せば、予期せぬ結果も生じるだろう。それはシステ
ム上の他の領域にも影響を与え得る。系統的なフィードバッ
ク・ループに陥る可能性すらあるのだ。このようにシステムが
複雑化すると、不確実性が高まり、要因と結果の相互関係が
不明瞭になる。望ましい成果を達成するため、途中経過で介
入することも困難になる。

これからのデジタル技術は、 
機能に透明性、効率、統合性を付与することで、
価格決定メカニズムに大きな影響を 
与えるだろう。
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しかし複雑系に関する研究は進んでおり、情報フローの改善が、
特に情報へのアクセス拡大に役立つことがわかってきた。28 ま
たデジタル技術の進歩により、以前では考えられないほど詳細
な情報が入手できるようになり、適切なモデルやシミュレー
ションの構築が可能になったため、複雑系への理解が容易に
なってきている。これにより、経済目標と環境目標の共通点が
浮き彫りになり、企業が目まぐるしく変化する状況を乗り切る
希望が見えてきつつある。

複雑系を環境問題の視点で見たときに、気をつけなくてはな
らない点が 2 つある。環境保全上の利益のためにこのような
複雑なシステムの挙動に影響を及ぼす際には、1 つは「どう変
化するかを見極め、適切なインセンティブを設けること」、もう
1 つは「システム構造を調整・進化させ得るよう利害関係者を
支援すること」だ。ここで重要なのが AI テクノロジーである。
AI による知見は、政府による的確な政策立案や介入を可能に
し、利害関係者が参加または行動しやすくなるからだ。

環境のサステナビリティーを実現するには、ビジネスモデルの
変革と新しい環境ガバナンスの合体が必要になる。その橋渡
しをするのがデジタル技術であり、これによりイノベーション
は前進し、エコシステム内の関係性は進化する。とはいえ変革
は必然ではなく、技術的に確約されているものでもない。政
府、民間、さらには社会そのものが、主体的に行動を起こさ
なくては何も始まらないのだ。しかし数年後には、環境問題の
進展が失速したように思われた分野が現れるかもしれない
が、それは逆に見れば、進展の結果であることも忘れてはな
らない。

アクション・ガイド
喫緊の課題である環境問題に対応する 
サステナブル企業を目指せ

デジタル・トランスフォーメーションと環境のサステナビリ
ティー戦略・実行の統合運用

	– 自社のビジネス領域における、顧客、サプライヤー、従業
員、投資家に影響を及ぼす環境課題を洗い出すこと。その
際に大切なのは洞察（インサイト）だ。環境目標およびデ
ジタル・トランスフォーメーション、経営戦略の関係を理解
するのに、コンポーネント・ビジネスモデルなどのツールを
採用してもよい。29

	– ビッグ・データやアナリティクスといったデジタル技術から得
た洞察は、新たな市場機会を創造し、潜在的リスクを抑え
る。AI などのエクスポネンシャル・テクノロジーは、組織の
俊敏性とレジリエンスを高めるのだ。

	– 	デジタル技術は、環境課題を解決する上で重要な、スマー
トで革新的なソリューション開発を可能にする。環境イノ
ベーションのアジェンダを作成するときには、デザイン・シ
ンキング（Design Thinking）やサステナビリティー・ガレー
ジ（Sustainability Garage）を採用し、型にとらわれない自
由な発想（out-of-the-box thinking）を心掛けること。30

ビジネス・プロセスを環境に配慮したインテリジェント・
ワークフローに

	– 環境目標を自社のワークフローに取り入れること。そのため
には必要なデータを、いつでも取得、利用できる状態にし
ておくこと。

	– データや洞察をビジネス・プロセスに取り入れ、レジリエン
トな経営を実現すること。どうすれば IoT、ブロックチェーン、
AI といったエクスポネンシャル・テクノロジーが経営に活か
せるかを、常に検証し続けること。
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	– デジタル技術によって、ビジネス・プロセスを再度構築し、
資源の効率的運用を目指しつつ、自社が与える環境負荷を
削減すること。ビジネス・プロセスの設計・マッピングに、
デジタル技術を駆使して、環境データや KPI を設計に組み
込むこと。

	– 環境リスクの監視、管理、軽減を図るため、データと洞察
を経営に取り入れること。

	– 異常データが観測された場合、関連データにリアルタイムで
アクセスし、即座に対応できるように、デジタル・通信イン
フラを構築すること。

	– より広範な領域において、ビジネス・パートナーや利害関係
者とデータを共有し、関係を構築すること。その際には、環
境課題をビジネス・プロセス上の優先事項として取り扱うこ
と。ハイブリッド・クラウド・コンピューティング・モデルを
採用し、組織内外の連携やデータ共有を容易に行えるよう
にする。

環境のサステナビリティーを企業文化に
	– 従業員に目的を明確に示し、喫緊の環境課題に対処するた
めに必要なスキルを習得する機会を与えること。従業員や
関係者が、求められる変革に対応できるかどうかを確認し、
不足があった場合は解決策を講じること。

	– 顧客、従業員、株主にとって、環境のサステナビリティーこ
そが重要なエクスペリエンスであるべきだ。企業が向かうべ
き将来像には、そのエクスペリエンスが反映されなくてはな
らない。自社、あるいは組織が現在、目指す像はいかなる
ものなのかを考えて、必要であれば方向を調整していく
こと。

アクション・ガイド
見直すべき政府の役割

変革の成功・推進要因としての政府
	– 政府はサステナブルを目指し、ケイパビリティーをフルに
使って、イノベーションや変革に望むべきだ。そのためには
関係するすべての組織に働きかけ、参加を促さなくてはなら
ない。関係各者がどうすれば環境課題に取り組むことができ
るのかを考え、法制化で対応すること。

	– 関連データはオープンかつ安全な方法で共有されなくては
ならない。そのためには、セキュリティーとプライバシーに
配慮した規制を整備すること。利害関係者が、環境課題に
取り組むための革新的ソリューションを開発、そして透明性
の高いアカウンタビリティーを容易に実現できるよう、政府
はデータ共有プラットフォームの開発を支援すること。

	– 環境問題に即応できるよう、データ通信スーパーハイウェイ
を開発するべきである。AI や機械学習アナリティクスによっ
て、異常データが発見された場合、データ通信スーパーハ
イウェイを使って、シームレスに各関係者が情報を共有でき
るようにすること。またその場合には、透明性のある措置を
講じ、アカウンタビリティーを確保すること。関連情報は政
府や関係者（サプライチェーン・マネージャー、投資家、保
険業者を含む）に提供されるようにすること。
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データと洞察を活用した市場メカニズムの効率化と、 
法制度の充実

	– データおよびデジタル技術を活用し、市場メカニズムを効
率化することで、環境資産の保護、汚染防止、気候変動対
策を実施すべきだ。例えば二酸化炭素排出などの環境汚染
に対し、課税するなどして、環境コストを価格に織り込むよ
う企業に働きかけ、イノベーションやデジタル化を促すこと。

	– デジタル技術を駆使して、環境規制をより効果的かつ効率
的なものとすべきだ。そのためには、包括的で、きめ細か
く、タイムリーなデータが必要になる。法規制や指導を実施
した後にも、デジタル技術を駆使してその効果を検証し、改
善の余地がある場合はただちに対処すること。

サステナブルなイノベーションを促進
	– サステナブルなイノベーションを実行するためには、政府自
らが模範を示さなくてはならない。政府自らが環境対策に資
金を投じるなどして、このイノベーションを主導すべきであ
る。その際、民間業者の選定には、環境のサステナビリ
ティーを評価基準に織り込むこと。また政府自身のパフォー
マンスをデジタル化して監視・報告することも必要である。

	– 環境目標を達成するためには、企業などの利害関係者と緊
密に連携することが必要であり、リソースと予算配分には十
分に気を配らなくてはならない。企業や非営利セクターは、
政府の変革を実現するための重要なパートナーである。
データ共有はもちろんのこと、働き方においてもオープンで
なくてはならない。関係各所とともに進めるプロジェクトで
は、政府こそが主要な役割を担い、新たな協業のあり方を
示すべきである。

Expert Insights について
Expert Insights は、ニュース価値の高いビジネスや関連テクノ
ロジーのトピックについて、ソート・リーダーの見解を伝える
レポートです。世界中の該当分野の専門家との対話に基づい
て作成しています。詳細については、IBM Institute for Business 
Value（iibv@us.ibm.com）までお問い合わせください。
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